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（様式１）実施報告書 

１ 応募者情報 

（１）応募者団体情報 

団体名 広島県 

（２）都道府県・政令指定都市からの指定の有無及び連携（応募者が地域国際化協会及び地域国際化協会

に準ずる法人または団体の場合のみ記載） 

①都道府県・政令指定都市からの指定の有無

②都道府県・政令指定都市との具体的な連携

２ 事業の概要 

（１） 全体概要

①事業の名称 地域日本語教育を核とした多文化共生の地域づくり支援事業 

②目的等

１ 目的 

・外国籍県民が地域社会の一員として，地域とつながりを深めながら，孤立することなく安心して生活でき

る環境の整備に資するため，地域コミュニティー拠点としての地域日本語教室の形成を促すとともに，空白

地域の解消を目指す。 

・また，こうした地域日本語教室のさらなる充実を図りつつ，これを基盤として，外国籍県民が，自立した

言語使用者として社会参加ができるよう，初期日本語学習等を含めた日本語学習機会の充実を図る。 

２ 本事業を通じて構築を目指す体制の全体像 

【現在の状況：図示も可】  
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【構築を目指す体制：図示も可（上記に構築する体制を追記）】 

 

 

（２）令和４年度事業の概要 

①事業の期間 令和４（2022）年４月１日～令和５（2023）年３月 10 日（12 カ月間） 

 

②前年度までの年次計画における進捗状況（新規応募団体は記載不要） 

前年度については，総括コーディネーター１名を配置し，２回の総合調整会議を行い，県内の日本語教育

に関しての情報や，課題・問題点を共有することができた。また，日本語教室における学習支援者の養成に

ついては，新型コロナウイルス感染症の影響により，度重なる事業の中止や延期を余儀なくされる中で，県

内９市町（目標 10 市町）で展開するとともに，新規教室について４地域（目標３地域）で開設した。 

以上のことから，計画は概ね達成できたと判断している。 

③前年度までの成果と課題（新規応募団体は記載不要） 

成果は②のとおり。 

課題としては，地域日本語教育コーディネーター候補者について，予定していた人数を確保できなかった

ことに加え，新型コロナウイルス感染症の影響により，対面研修ではなく，オンラインでの研修となるなど，

候補者の実践的な育成機会が大きく減少したことから，育成に向けた進捗は若干の遅れが見られる。 

④令和４年度の目標 

令和４年度については，③の課題を踏まえた上で，日本語教育人材及び地域日本語教育コーディネーター

の育成に注力し，今後の体制構築に向けた取組を着実に進める。 

⑤令和４年度の主な取組内容 

・総合調整会議の設置 

・総括コーディネーターの配置 

・地域日本語教育コーディネーターの配置に向けた取組 

・市町への意識啓発のための取組 

・日本語教育人材に対する研修 

・地域日本語教育の実施 
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３ 事業の実施体制 

（１）実施体制（図表等を活用して、総括コーディネーター及び地域日本語教育コーディネーター、調査

計画推進コーディネーターを含めて記載してください。） 

広島県では，国際課に事務局を設置し，事業の進め方や事業の進捗管理は総合調整会議での審議を経て進

めることとする。 

JICA研修員や留学生，地域に在住する外国人に対する日本語教育の実績があり，日本語講師チーム（４名

在籍）を有する HIC に総括コーディネーターを配置し，日本語講師を地域日本語教育コーディネーター候補

として OJTで育成するとともに，市町の教室等に参加し，市町との連携体制を構築する。 

≪事業の中核メンバー≫ 

氏名 所属 職名 役割 

１ 大小田 健 広島県地域政策局国

際課 

課長 事業全体総括 

２ 山本 浩 広島県地域政策局国

際課 

参事 事業統括 

３ 松田 博之 広島県地域政策局国

際課 

主事 事業事務担当 

４ 市町の日本語教育担当課長等 23名 

５ 犬飼 康弘 HIC 日本語講師 

チーム

チームリーダー 総括コーディネーター 

（２）域内の市区町村、関連団体等との連携・協力体制 

・ 総合調整会議において，事業内容や取組方針についての協議・決定等に参画してもらうことで連携体制

を構築した。また，市町首長や職員の研修を通じて，多文化共生の社会における日本語教育の必要性の理

解促進，市町発の地域日本語教育への取組み促進を図った。

・ 市町と協働した地域日本語教室の実施を通じて，地域住民を含めた連携体制を構築した。

・ 総括コーディネーター等は地域日本語教室に参加し，地域の担い手との信頼関係を構築しつつ，協働

で課題やニーズを把握し，解決策を検討した。 

広島県 

総合調整会議 

HIC 
総括ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

地域日本語教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

市町 

教室開催・啓発 

委託 参加 委託 
参加 

協働 
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４ 令和４年度の実施内容 

（１）実施内容  

１．広域での総合的な体制づくり 

【必須項目】 

（取組①）総合調整会議の設置 

①構成員

氏名 所属 職名 役割 

１ 大小田 健 広島県地域政策局

国際課 

課長 総合調整会議の座長 

２ 長谷川 達也 広島県商工労働局雇

用労働政策課 

課長 県における企業連携の窓口，企

業のニーズ把握・対応策提言 

３ 国，市町の日本語教育担当課長等 28 名 

４ 犬飼 康弘 HIC 日本語講師チ

ーム 

チームリーダー 総括コーディネーター兼有識者 

専門的見地から，県内における

地域日本語教育の現状及び対応

策の確認・提言 

５ 益田  浩司 特定非営利活動法

人ビザサポートセ

ンター広島

理事長 行政書士の見地から，県内にお

ける地域日本語教育の現状及び

対応策の確認・提言 

６ 西田 敏啓 公益財団法人ひろ

しま国際センター 

専務理事兼事務局長 専門的見地から，県内における

地域日本語教育の現状及び対応

策の確認・提言と外国籍県民の

生活実態に合わせた日本語教室

立ち上げのための協議を行う。 

７ 曽 憲忠 外国人支援センタ

ー 

代表 外国人住民の見地から，県内に

おける地域日本語教育の現状及

び対応策の確認・提言 

８ 王 丹 中国人ママクラブ 代表 外国人住民の見地から，県内に

おける地域日本語教育の現状及

び対応策の確認・提言 

９ 広島県教育委員会義

務教育指導課 

指導主事 外国人等児童生徒への日本語指

導の取組と地域日本語教育との

連携方策等の確認・提言 

10 野田 隆司 広島県地域政策局

国際課 

主査（GL） 総合調整会議の開催・運営調整 

11 松田 博之 広島県地域政策局

国際課 

主事 総合調整会議の開催・運営調整 
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②実施結果

実施回数 2 回/年 

実施 

スケジュール

（第１回）８月開催，（第２回）２月開催 

主な検討項目 ・県が目指す地域日本語教育及び計画の説明・共有

・地域日本語教育の課題・ニーズ，リソース等の把握

・市町と協働した教室等の課題検証等

・地域日本語教室の活性化や自治体が行うべき補償教育の基盤づくりの在り方

・国・県・市町の役割分担の在り方等

（取組②－１）総括コーディネーターの配置 

・HIC に在籍する犬飼日本語講師を総括コーディネーターとし，HIC に総括コーディネーターの配置を業務

として委託した。

・総括コーディネーター自ら市町を訪問し，日本語学習支援者研修や住民啓発講座の講師として市町の取組

を支援した。 

（取組②－２）地域日本語教育コーディネーターの配置に向けた取組 

地域日本語教育コーディネーターの配置【（○）】 

地域日本語教育コーディネーターの候補者育成支援【（〇）】 

HICの日本語講師を候補者として，OJT により地域日本語教育コーディネーターを育成した。 

※HIC にこの業務を委託した。

（取組内容） 

① 日本語研修の実施（研修のコースデザイン・カリキュラム・授業内容・使用教材等の作成，授業

の実施，報告書の作成など）による日本語教師としての能力向上

② 日本語教師としての能力向上や地域日本語教育コーディネーターとして必要な能力開発・習得

のために必要な研修等の受講

③ 地域日本語教室の参与観察等による現状把握，また参与観察で得られた課題を踏まえて，

教室参加者との協働実践

④ その他地域日本語教育コーディネーターとして必要な知識・能力の習得

（取組②－３）調査・推進計画策定コーディネーターの配置 

【重点項目】 

（取組③）都道府県等の域内における日本語教育の実施に関する連携のための取組 

 国・県・市町等との連携組織である「ひろしま多文化共生連絡協議会」が，地域日本語教育担当総合調整

会議の役割を担っており，地域日本語教育を含む多文化共生施策全般の取組における連携体制を構築した。 

（取組④）市区町村への意識啓発のための取組 

取組⑤に記載 

（取組⑤）日本語教育人材に対する研修 
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市町等職員研修 

（１）実施方法

総合調整会議と併せて開催（８月，２月）・・・対象：総合調整会議構成員，市町担当職員

（２）テーマ

・地域日本語教育の体制づくり（社会教育と補償教育の両面の取組）

・「地域における日本語教育の在り方について（報告）」の今後の活用について 

※ 地域日本語教室の実施に向けた研修であり取組⑥に記載

（取組⑥）地域日本語教育の実施 

実施するものに○  【○】都道府県・政令指定都市が主催する地域日本語教育 

【 】日本語教育実施機関団体等への地域日本語教育 

 実施箇所数 

10 か所 

※下記活動実績には市町等委

託事業分のみ記載 

受講者数 

（実人数） 
204人 

※市町等委託事業分のみ集計

活動１ 

【日本語学習支援者養成研修等】 

【目標】社会教育の場としての地域日本語教室の開催に向けた日本語学習支援者の養成を

通じて，運用上のノウハウの蓄積及び地域特有の課題等の把握・検証を行う。 

活動１-１ 

呉市 

地域協働課 

【実施回数】４回（１回２時間） 

【受講者数】30 人（第１回：９人，第２回：７人，第３回：８人，第４回：６人） 

【実施場所】広市民センター 

【内容】第１回：日本語教室に求められる役割を学習する。 

第２回：呉市の日本語教室の活動状況を学習する。 

第３回：外国人にもわかりやすい「やさしい日本語」の学習 

第４回：《実践》日本語教室に通う学習者の思いや考えを聴く。 

【開始した月】９月 

【講師】２人（うち、日本語教師  １人） 

「日本語教育の参照枠」や、標準的なカリキュラム案等の活用の有無：なし 

活動１－２ 

呉市 

国際交流協会 

【実施回数】２回（１回３時間，うち１回は研修準備） 

【受講者数】７人 

【実施場所】呉市国際交流センター 

【内容】教室会場に集まらなくてもオンラインで交流できる�ZOOM�を使った研修手法につ

いて 

【開始した月】９月 

【講師】１人 

日本語教育の参照枠や、標準的なカリキュラム案等の活用の有無：なし 
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活動１-３ 

三次市 

定住対策・ 

暮らし支援課 

【実施回数】４回（１回２時間 30分） 

【受講者数】51 人（第１回：10人，第２回：17人，第３回：18人，第４回：６人） 

【実施場所】三次市生涯学習センター ３階交流ホール 

【内容】第１回：日本語学習支援とは 

第２回：日本語文法の基礎（名詞，形容詞，動詞の活用） 

第３回：テキスト「みんなの日本語」について 

第４回：初級日本語を教えるためのステップ 

【開始した月】10�月 

【講師】各回１人（うち、日本語教師 １人） 

日本語教育の参照枠や、標準的なカリキュラム案等の活用の有無：なし 

活動１-４ 

安芸高田市 

国際交流協会 

【実施回数】１回（１回２時間） 

【受講者数】10�人 

【実施場所】安芸高田市多文化共生センター きらり 

【内容】日本語教室の在り方，指導の仕方について 

【開始した月】２月 

【講師】１人（うち、日本語教師 １人） 

【日本語教育の参照枠や、標準的なカリキュラム案等の活用の有無：なし 

活動１-５ 

海田町 

国際交流協会 

【実施回数】３回（１回２時間） 

【受講者数】46�人（第１回：15�人，第２回：13�人，第３回：18�人） 

【実施場所】ひまわりプラザ 

【内容】第１回：海田町の日本語教室の役割とは 

第２回：外国人にとって「やさしい日本語」とは 

 第３回：日本語教室に通う学習者の「思い」とは 

【開始した月】10�月 

【講師】各回１人（うち、日本語教師 １人） 

日本語教育の参照枠や、標準的なカリキュラム案等の活用の有無：なし 

活動２ 

【名称】地域日本語教室の開催（新規）（立ち上げ勉強会及び教室実践） 

【目標】社会教育の場としての地域日本語教室を開催することを通じて，運用上のノウハ

ウの蓄積及び地域特有の課題等の把握・検証を行う。

活動２－１ 

三原市 

経営企画課 

【教室開催状況】２か所（大和地域，久井地域） 

●日本語学習支援者養成研修等

【実施回数】１回（２時間） 

【受講者数】32 人 

【実施場所】神田公民館 集会室 
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【内容】日本語教室立ち上げに向けた「やさしい日本語」研修 

【開始した月】11�月 

【講師】１人（うち、日本語教師 １人） 

日本語教育の参照枠や、標準的なカリキュラム案等の活用の有無：なし 

活動２-２ 

廿日市市 

国際交流・ 

多文化共生室 

【教室開催状況】市内１か所（宮内地域） 

●日本語学習支援者養成研修等

【実施回数】２回（１回２時間） 

【受講者数】28�人（第１回：14�人，第２回：14�人） 

【実施場所】宮内市民センター 

【内容】第１回：「地域日本語教室」の立ち上げと運営について 

 第２回：「外国語学習体験」及び「教室活動」について 

【開始した月】６月 

【講師】１人（うち、日本語教師 １人） 

日本語教育の参照枠や、標準的なカリキュラム案等の活用の有無：なし 

（取組⑦～⑭）その他の取組 実施した取組について記載してください。 

２．市区町村の日本語教育の取組への支援 実施した取組について記載してください。 

（取組①）市区町村を支援して実施する日本語教育 

（取組②）取組１以外の日本語教育を行う団体を支援して実施する日本教育 

３．「日本語教育の推進に関する法律」第１１条に基づく基本的な方針の作成 

（取組①）基本的な方針を作成する上で必要となる委員会の設置 

【委員会の実施結果】 

実施回数 

実施 

スケジュール

主な検討項目 

【設置する委員会は、条例に基づく委員会か】 

【  】条例に基づく 【  】それ以外（※どちらか○で選択） 

氏名 所属 職名 役割 

１ 

２ 
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３ 

（取組②）委員会における審議の基礎資料とするための調査実施 

（取組③）委員会における調査審議を踏まえた基本的な方針の作成 

５　主要な取組の実施状況

時期 共通事項 HICの取組 市町委託 

令和４年４月 補助金交付決定 総括コーディネーター１名を

配置，地域日本語コーディネ

ーター候補（４名）養成（OJT） 

５月 ・地域日本語教室実施市町の募集

・日本語学習支援者養成研修実施

市町の募集 

６月 

７月 

８月 総合調整会議 

市町等職員研修 

９月 

１０月 

１１月 

１２月 

令和５年１月 

２月 総合調整会議 

市町等職員研修 

３月 事業終了 事業終了，実績報告書の提出 事業終了，実績報告書の提出 

６　評価と検証 

１．令和４年度の計画の評価と検証方法 

【令和４年度の目標】（再掲） 

令和４年度については，昨年度の課題を踏まえた上で，日本語教育人材及び地域日本語教育コーディネー

ターの育成に注力し，今後の体制構築に向けた取組を着実に進める。

総
括
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
，
地
域
日
本
語
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
候
補

が
地
域
日
本
語
教
室
へ
参
加
し
，
協
働
し
て
実
施
す
る
。

 
(

信
頼
関
係
構
築
・
実
態
把
握
等) 

１
０
か
所
実
施

・
地
域
日
本
語
教
育
理
解
研
修

・
日
本
語
学
習
支
援
者
養
成
研
修

・「
や
さ
し
い
日
本
語
講
座
」
の
開
催
等

３
か
所
実
施

・
地
域
日
本
語
教
室
の
開
講
（
空
白
地
域
） 
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【令和４年度の目標達成に向けた指標（定量評価・定性評価を含む。）】 

【指標１：定量評価目標】 

地域日本語教育コーディネーター候補者の育成数 

〇目標値 ４名（前年度実績 ３名） 

〇実績値 ４名 

【指標２：定量評価目標】 

日本語学習支援者養成研修及び地域日本語教育理解研修の参加人数 

〇目標値 150人（前年度実績 135人） 

〇実績値 204人 

【指標３：定量評価目標】 

地域日本語教室の開催（新規） 

〇目標値 ４地域（前年度実績 ４地域） 

〇実績値 ３地域 

【指標４：定性評価目標】 

○目標

地域日本語教育コーディネーター候補者と地域日本語教室や教室参加者との信頼関係強化及びサポート

体制の強化 

○実績

地域日本語教育コーディネーターが地域日本語教室でフィールドワークを行い，その時に得られた課題を

踏まえて教室参加者と協働実践を行った結果，地域日本語教育コーディネーター候補者の育成及び，教室参

加者との信頼関係強化につながった。 

【指標５：定性評価目標】 

○目標値

研修参加者の地域日本語教育の重要性への理解促進

〇実績 

各市町の日本語学習支援者養成研修等の参加者へヒアリング等をしたところ，教室は単に日本語を学ぶだ

けでなく，地域との関わり，認識の違いなどを知るコミュニケーションの場であることを再確認したとの声

や，外国人ゲストとの交流でそれぞれの悩みを知ることができたという意見が出ており，研修参加者の地域

日本語教育の重要性への理解が深まったと認められる。 
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【指標６：定性評価目標】 

〇目標 

地域日本語教室に対する地域の外国人も含めた満足度の維持・向上 

〇実績 

 県が毎年実施している外国人への生活意識調査における，生活満足度を表す KPI が令和３年度の 52.6％

から令和４年度は 55.9％となり，満足度が維持・向上されていた。 

【検証方法】 

指標１及び４については，受託予定者（HIC）からの報告に基づき，県が有識者の助言等を得ながら 

評価・検証を得た。 

指標２，３，５及び６については，市町等への委託事業とし，実施結果及び参加者等へのアンケート結果

について，総合調整会議の場で目標への到達度合いや実施後に明らかとなった課題やその対応手段等につい

て，評価し，共有を図った。 

２．その他、令和４年度事業の評価と検証方法 

7 検証を踏まえた課題と今後の展望 

１．検証を踏まえた課題と今後の展望 

（１）検証を踏まえた課題

日本語学習支援者養成研修の実施参加市町や新規の地域日本語教室の開設が目標には届いておらず(目標

８地域→実績７地域)，地域日本語教室の拡充が遅れていることが課題である。 

（２）今後の展望

課題を踏まえたうえで，日本語教育人材の確保及び地域日本語教育コーディネーターの育成に注力し，今

後の体制構築に向けた取組を着実に進める。 

２．その他、課題と困難な状況への対応方法等 

（１）課題と困難な状況への対応方法
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【参考写真一覧】 

取組番号 写真名 

１－取組②－２  地域コーディネーター研修 協働実践 

  

 

 

 

 




